
特記仕様書 
 
暴力団排除措置による解除 
 
１ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。 
一 受注者が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴
対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき。 

二 受注者の役員等（各務原市が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱（以下「暴排措置要綱」
という。）第２条第８号に規定する役員等をいう。以下同じ。）が、暴力団員（暴対法第２条第６号に
規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるなど、暴力団がその経営又は運営に実質的に関与してい
るとき。 

三 受注者の役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用しているとき。 
四 受注者の役員等が、その属する法人等（暴排措置要綱第２条第７号に規定する法人等をいう。以下
同じ。）若しくは第三者の不正な利益を図る目的若しくは第三者に損害を加える目的をもって、暴力団
又は暴力団員等（暴排措置要綱第２条第６号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）を利用してい
るとき。 

五 受注者の役員等が、暴力団若しくは暴力団員等に対して資金等を提供し、若しくは便宜を供与する
など直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与しているとき。 

六 受注者の役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有
しているとき。 

七 受注者の役員等が、暴力団若しくは暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している業者であ
ることを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、これを利用してい
るとき。 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、受注者は、請負代金額の10分の１に相当す
る額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

 
妨害又は不当要求に対する通報義務等 
 
１ 受注者は契約の履行に当たって暴力団又は暴力団員等から事実関係及び社会通念等に照らして合理的
な理由が認められない不当若しくは違法な要求又は契約の適正な履行を妨げる妨害を受けたときは、市
長及び各務原警察署長へ通報しなければならない。なお、正当な理由がなく通報がない場合は入札参加
資格停止の措置を行うことがある。 

 
２ 受注者は、暴力団又は暴力団員等による不当介入を受けたことにより、履行期間内に業務を完了する
ことができないときは、契約書に基づき協議を行うものとする。 

 


